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議案第 ３０ 号  

  

周南市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関 

する条例の一部を改正する条例制定について 

 

周南市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する条例の

一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和３年２月２２日 提出 

 

周南市長  藤  井  律  子        

 

周南市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関 

する条例の一部を改正する条例 

周南市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する条例

（平成27年周南市条例第42号）の一部を次のように改正する。 

第３条第１項中「同表事務の欄に掲げる事務」の次に「、別表第２機関の欄に掲げ

る実施機関が行う同表事務の欄に掲げる事務」を加える。 

第４条第１項を次のように改める。 

番号法第19条第10号の条例で定める特定個人情報を提供することができる場合は、

次の各号のいずれかに該当するときとする。 

(１) 別表第３情報照会機関の欄に掲げる実施機関が、同表情報提供機関の欄に

掲げる他の実施機関に対し、同表事務の欄に掲げる事務を処理するために必要

な同表特定個人情報の欄に掲げる特定個人情報の提供を求めた場合において、

当該他の実施機関が当該特定個人情報を提供するとき。 

(２) 番号法別表第２情報照会者の欄に掲げる実施機関が、同表情報提供者の欄

に掲げる他の実施機関に対し、同表事務の欄に掲げる事務を処理するために必

要な同表特定個人情報の欄に掲げる特定個人情報の提供を求めた場合において、

当該他の実施機関が当該特定個人情報を提供するとき。 

別表第１に次のように加える。 
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５ 教育委員会 就学援助に関する事務であって教育委員会規則で定める

もの 

別表第２に次のように加える。 

５ 市長 地方税の賦課

徴収に関する

事務であって

規則で定める

もの 

生活保護関係情報、外国人生活保護関係情

報、医療保険給付関係情報、障害者関係情報

又は介護保険関係情報であって規則で定める

もの 

別表に次の１表を加える。 

別表第３（第４条関係） 

情報照会機関 事務 情報提供機関 特定個人情報 

１ 教育委員会 就学援助に関する

事務であって教育

委員会規則で定め

るもの 

市長 地方税関係情報、住民

票関係情報、生活保護

関係情報又は外国人生

活保護関係情報であっ

て教育委員会規則で定

めるもの 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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（参  考）  

周南市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する条例新旧対照表  

現行  改正案  

（個人番号の利用範囲）  （個人番号の利用範囲）  

第３条  番号法第９条第２項の条例で定める事務は、別表第１

機関の欄に掲げる実施機関が行う同表事務の欄に掲げる事務

及び実施機関が行う番号法別表第２事務の欄に掲げる事務と

する。  

第３条  番号法第９条第２項の条例で定める事務は、別表第１

機 関 の 欄 に 掲 げ る 実 施 機 関 が 行 う 同 表 事 務 の 欄 に 掲 げ る 事

務、別表第２機関の欄に掲げる実施機関が行う同表事務の欄

に掲げる事務及び実施機関が行う番号法別表第２事務の欄に

掲げる事務とする。  

２～４  （略）  

 

２～４  （略）  

 

（特定個人情報の提供）  （特定個人情報の提供）  

第４条  番号法第 19条第 10号の条例で定める特定個人情報を提

供することができる場合は、番号法別表第２情報照会者の欄

に掲げる実施機関が、同表情報提供者の欄に掲げる他の実施

機関に対し、同表事務の欄に掲げる事務を処理するために必

要な同表特定個人情報の欄に掲げる特定個人情報の提供を求

めた場合において、当該他の実施機関が当該特定個人情報を

提供するときとする。ただし、番号法の規定により、情報提

供ネットワークシステムを使用して他の個人番号利用事務実

施者から当該特定個人情報の提供を受けることができる場合

は、この限りでない。  

第４条  番号法第 19条第 10号の条例で定める特定個人情報を提

供することができる場合は、次の各号のいずれかに該当する

ときとする。  

＿＿  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

(１ ) 別表第３情報照会機関の欄に掲げる実施機関が、同表

情報提供機関の欄に掲げる他の実施機関に対し、同表事務

の欄に掲げる事務を処理するために必要な同表特定個人情

報 の 欄 に 掲 げ る 特 定 個 人 情 報 の 提 供 を 求 め た 場 合 に お い
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現行  改正案  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  て 、 当 該 他 の 実 施 機 関 が 当 該 特 定 個 人 情 報 を 提 供 す る と

き。  

＿＿  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿  

(２ ) 番号法別表第２情報照会者の欄に掲げる実施機関が、

同表情報提供者の欄に掲げる他の実施機関に対し、同表事

務の欄に掲げる事務を処理するために必要な同表特定個人

情報の欄に掲げる特定個人情報の提供を求めた場合におい

て 、 当 該 他 の 実 施 機 関 が 当 該 特 定 個 人 情 報 を 提 供 す る と

き。  

２  （略）  ２  （略）  

 

別表第１（第３条関係）  別表第１（第３条関係）  

機関  事務  

（略）  

４  市

長  

生活保護法の取扱いに準じた生活に困窮する外国人

に対する生活保護の措置に関する事務であって規則

で定めるもの  
 

機関  事務  

（略）  

４  市

長  

生活保護法の取扱いに準じた生活に困窮する外国人

に対する生活保護の措置に関する事務であって規則

で定めるもの  

５  教

育 委 員

会  

就学援助に関する事務であって教育委員会規則で定

めるもの  

 

別表第２（第３条関係）  別表第２（第３条関係）  

機関  事務  特定個人情報  機関  事務  特定個人情報  
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現行  改正案  

（略）  

４  市

長  

生 活 保 護 法 の

取 扱 い に 準 じ

た 生 活 に 困 窮

す る 外 国 人 に

対 す る 生 活 保

護 の 措 置 に 関

す る 事 務 で あ

っ て 規 則 で 定

めるもの  

番号法別表第２の 26の項特定個人情

報の欄に掲げる特定個人情報であっ

て規則で定めるもの  

 

（略）  

４  市

長  

生 活 保 護 法 の

取 扱 い に 準 じ

た 生 活 に 困 窮

す る 外 国 人 に

対 す る 生 活 保

護 の 措 置 に 関

す る 事 務 で あ

っ て 規 則 で 定

めるもの  

番号法別表第２の 26の項特定個人情

報の欄に掲げる特定個人情報であっ

て規則で定めるもの  

５  市

長  

地 方 税 の 賦 課

徴 収 に 関 す る

事 務 で あ っ て

規 則 で 定 め る

もの  

生活保護関係情報、外国人生活保護

関係情報、医療保険給付関係情報、

障害者関係情報又は介護保険関係情

報であって規則で定めるもの  

 

 別表第３（第４条関係）  

 
情報照

会機関  
事務  

情報提

供機関  
特定個人情報  

１  教

育 委 員

会  

就 学 援 助 に 関

す る 事 務 で あ

っ て 教 育 委 員

市長  地 方 税 関 係 情 報 、 住 民 票

関 係 情 報 、 生 活 保 護 関 係

情 報 又 は 外 国 人 生 活 保 護
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現行  改正案  

会 規 則 で 定 め

るもの  

関 係 情 報 で あ っ て 教 育 委

員会規則で定めるもの  
 

 


